
下川町　森林総合産業推進課　バイオマス産業戦略室	


平成２７年６月１７日	


デンマーク・日本グリーン技術移転プログラム 
北海道下川町調査　下川町の概要	
 

FSC森林認証林	




◇面　	
 	
 積	
 	
 644.20	
 k㎡（東西約20km、南北30km）	
 

◇森林面積　572.27	
 k㎡（町の９割が森林）	
 

◇人　	
 	
 口	
 	
 3,475人（平成27年4月末）	
 

◇高齢化率　38.3％（平成26年８月末）	
 

◇気　	
 	
 候	
 	
 最低気温約	
 -30℃（最高気温約30℃）	
 

下川町の概要	
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◇スキージャンプのオリンピック選手揃い	
 

◇フルーツトマト、アスパラ、小麦	
 

◇「万里長城」築城	
 

◇森林文化	
 

下川町の特徴	
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下川町全町図	


○町の面積：64,420ha	
 

　（東西20ｋｍ、南北30ｋｍ）	
 

○森林面積：57,227ha	
 

　（町面積の9割）	
 

　　国有林：48,540ha	
 

　　町有林：4,680ha	
 

　　私有林：4,007ha	
 

（下川地区森林整備推進協定　　　	
 

18,551ha）	
 

○林産業　7社8工場	
 

（製材工場、構造用、造作用	
 

集成材工場、割箸工場など）	
 

○役場を中心に半径1ｋｍ以内
に約8割の世帯が集中	
 



資源あるところに産業が興る� エネルギーあるところに産業が興る� エネルギー⾃自給へ�

森林林バイオマスの取り組み�

S28年年 　国有林林取得1,221ha�
H6〜～15年年 　国有林林取得1,902ha�

H16年年 　五味温泉ﾊﾞｲｵﾏｽﾎﾞｲﾗ導⼊入�
H17年年 　幼児ｾﾝﾀｰﾊﾞｲｵﾏｽﾎﾞｲﾗ導⼊入�
H19年年 　育苗施設ﾊﾞｲｵﾏｽﾎﾞｲﾗ導⼊入�

H21年年 　役場周辺ﾊﾞｲｵﾏｽﾎﾞｲﾗ導⼊入�
H21年年 　⽊木質原料料製造施設整備�

H22年年 　⾼高齢者複合施設ﾊﾞｲｵﾏｽﾎﾞｲﾗ導⼊入�

H25年年 　⼩小学校・病院ﾊﾞｲｵﾏｽﾎﾞｲﾗ導⼊入�
H26年年 　中学校ﾊﾞｲｵﾏｽﾎﾞｲﾗ導⼊入�

森林林バイオマスエネルギー(熱)利利⽤用による地域づくり�

公共施設の熱供給60％を再⽣生エネルギーへ転換�

循環型森林林経営 　
（基盤づくり）�

H24年年 　⼀一の橋ﾊﾞｲｵﾋﾞﾚｯｼﾞﾊﾞｲｵﾏｽﾎﾞｲﾗ導⼊入�

木材加工・流通・販売	


H10 　下川産業クラスター研究会�

H13~∼15 　地域新エネルギービジョン策定�

Ｈ23年年 　環境未来都市選定�
Ｈ23年年 　森林林総合産業特区指定�
Ｈ25年年 　バイオマス産業都市選定�

H20年年 　環境モデル都市認定�

H12 　林林野庁の「国有林林野のエネルギー資源利利⽤用検討会」に安斎町⻑⾧長が参加�

Ｈ８～　構造改革、行財政改革、地方分権推進、市町村合併
推進及び交付税の削減など。また、地域経済環境は、農林産
物の価格低迷や購買力の低下など	


新たな木材利用	

○木質バイオマスエネルギー	

○地域材活用住宅（環境共生型モデル住宅）	

○ＦＳＣ森林認証	

○トドマツ精油	

○森林療法や森林環境教育の実践	

○カーボン　オフセット　など	


⼩小規模分散型熱
電併給システム�

産業クラスターとは、地域経済の創造発展の戦略であり、
比較優位・競争優位の産業を基軸に関連する産業を「ブ
ドウの房」（＝クラスター）のように形成	


H21年年 　エコハウス（ﾍﾟﾚｯﾄﾎﾞｲﾗ導⼊入）�

H22年年 　町営住宅宅（ﾍﾟﾚｯﾄﾎﾞｲﾗ導⼊入）�

H26年年 　役場ﾎﾞｲﾗから町営住宅宅へ熱供給�
Ｈ26年年 　地域活性化ﾓﾃﾞﾙｹｰｽ認定�

削減額1,700万円/年→基金→ﾎﾞ
ｲﾗ等更新と子育て支援	






一の橋バイオビレッジについて	


①立地	


　下川町中心地から車で約１２分（約１２ｋｍ）の小集落	


②顕著な人口流出	


　 昭和３５年　 ２，０５８人　（下川町全体では１５，５５５人）	


　 平成２６年　　　 １３９人　（下川町全体では約３，４９４人）	


③高齢化	


　　高齢化率　　４３．９％　（下川町全体では３８％）	


④産業の衰退	


　林業の衰退、営林署の統廃合、ＪＲの廃線等、集落におけ
る生産活動はほぼゼロの状態が続く。（年金生活者以外は
主に障害者施設職員と下川町中心地への車通勤者）	


⑤地域課題	


　・基幹となる産業が無い	


　・買い物など生活環境の悪化（集落の商店が廃業）	


　・雪下ろし、除雪が困難	


　・住宅の老朽化、廃屋の増加	


　・高齢化によりコミュニティ活動が低下	


下川	


一の橋	


雄武町	


名寄市	
 西興部村	




QB	
  
EV充電器	


②障がい者支援施	

（既存）	


⑨・コンテナ苗栽培	

 ・薬用植物育苗	


①地域熱供給施設	


⑦コミュニティセンター	

（既存）	


⑥駅カフェイチノハシ
（地域食堂）	


スマートメーター	
⑤住民センター	


④集住化住宅(22戸）	
 ・太陽光パネル(15kW)	
 ・木質（木くず）ボイラー	


　　　550kW×2	
  
⑧集住化住宅(4戸）	

　 宿泊施設(2戸）	
暖房・給湯	


暖房・給湯	


電気	

暖房・給湯	


暖房	


暖房・給湯	


暖房・給湯	


暖房	
  
・給湯	


郵便局、警察官立寄所、	

住民の共有スペース	


暖房	


⑩特用林産物栽培研究所	


③

　　	

誘致企業試験研究施設	


	

	

	


	


エネルギー自給による限界集落の再生	
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エネルギー⾃自給�
集住化（省省エネ）�

クリエイティブな⼈人財導⼊入�
産業創造�
企業誘致�

暖房	
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事業全体像（イメージ）・発展シナリオ�

 　�
 　地域資源である森林林バイオマスを最⼤大限活⽤用するエネルギー利利⽤用を地⽅方創⽣生戦略略の柱として位置付け、世帯の約8割が居住する半径約1kmの
市街地において、森林林バイオマス熱電併給システムを導⼊入する。�
 　森林林バイオマスエネルギー利利⽤用の拡⼤大により、「資⾦金金好循環等による林林業・林林産業の活性化」と災害等にも適応可能なエネルギー供給の実現
による「町⺠民の安全・安⼼心、快適な⽣生活を確保」することを⽬目指す。�

事業コンセプト�

下川町役場	


地域熱供給範囲（初期段階）�

地域熱供給範囲（最終⽬目標）�

下川町役場	


燃料料
サイ
ロ�

固定価格買取�
制度度での売電�

温�
⽔水�
供�
給�

売電収⼊入�

暖�
房�
給�
湯�
収�
⼊入�

蒸気�

熱供給導管�

⽊木材加⼯工施設�

市街地�
公共施設・公営住宅宅等�

蒸�
気�
収�
⼊入�

蒸�
気�
供�
給�

熱供給導管�

森林林バイオマス�
供給�

森林林バイオマス
購⼊入�

端材�
供給�

電⼒力力会社/新電⼒力力�

電⼒力力供給�

他地域へ�
電⼒力力供給�

熱電併給事業�森 　林林�

⽊木材供給�

発電機	
  

蒸気�
（協調運転）	


既設⽊木質�
ボイラ�温�

⽔水�

ボ�
イ�
ラ�

森林林バイオマ
ス購⼊入�

燃料料⽤用チップ�
製造・販売事業�

チップ化�

エネルギー自給に向けて  ～森林バイオマス熱電併給創造～�

Ｈ26年年度度� Ｈ27年年度度� Ｈ28年年度度� Ｈ29年年度度� Ｈ30年年度度� Ｈ31年年度度� Ｈ32年年度度� Ｈ33年年度度� Ｈ42年年度度�

詳細調査実施�
マスター�
プラン策定�

事業体制構築�
実施設計�

プラント建設�
試験運転（実証・検証）�

発電事業開始�
熱供給事業�
⼀一部供⽤用開始�

�
�

�
初期段階エリア
全⾯面供給�

�
市街地エリア�
全⾯面供給�

〜～�
 　�
 　�

事業スケジュール�
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 　 　 　 　 　 　 　 　 　�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

⽊木材加⼯工施設�

市街地�
（住宅宅・事業所�
・公共施設等）�

⽊木材⽣生産�

下川町内/上川管内森林林�

熱と電気の供給�

⽊木質バイオマス�
の供給�

林林産業⽣生産�
の増加�

林林業⽣生産�
の増加�

⽊木製品移出�
の増加�

下川町�

雇⽤用の増加�
（100名）�

林林業･林林産業⽣生産額(年年間)�
33億円＋7億円�

域内⽣生産額（年年間）�
215億円＋28億円�

モノの流流れ�

お⾦金金の流流れ�

⽀支払い�

電⼒力力会社�

燃料料販売会社�

地域外への�
⽊木製品移出�

エネルギー自給による将来像�

電⼒力力：5.2億円�
 　熱：7.5億円�

森林林バイオマス熱電併給施設�
�
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（理理念念）�
  ・持続可能な地域のための�
 　  基盤整備�
  ・林林業・林林産業の活性化�
  ・地域経済の活性化�
  ・町⺠民の安全・安⼼心、�
        快適な⽣生活環境整備�


